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は じめ に
本プ ロ ジ ェ ク ト研究 は訪 問歯科診療が高齢者の 生活 の 質(QO L)の 向上 に与
える影響に つ い て 医療政策学 ･ 医療経済学的な評価を試みたもの である｡ 訪 問歯科
診療は `往診
'
として医療保険制度上 で は実施 が可能であっ たが ､ 診療器材や設備を
必 要とする歯科 で は歯科医療施設 で の 診療が 一 般的 であり､ 介護 ･福祉施設等の 入
所者や在宅の 要介護者等の 通院が 困難な患者に対する
`
往診
'
は ､
一 部の 関心の 高
い 歯科医師が取り組 む程度であっ た｡ 1994年の 診療報酬改定 で
`
訪 問歯科診療 ' が
新設され てからは ､ 提 供体制の 整備 が進 み ､ 訪 問歯科診療の 実績が増加するととも
に ､ その状況 に関する調査や報告も行われて い る｡ それらの調査報告から､ 訪問歯科
診療は 要介護状態 で通院 が難しか っ た高齢者の義歯の 調整と訪 問歯科衛生指導が
中心 で あることが 示されて いる. 一 方 ､ 要介護高齢者の 誤嚇性肺炎と口腔 状態の 管
理 ､ 義歯の 調整 等 による摂食機能の 改善と全 身状態 の 関係 が注目されて い る｡ そこ
で ､ 要介護高齢者に対する歯科医療 ･ 口腔ケア 等の 医療 ･ 介護資源 の投入と､ 要介護
高齢者の 生活の 質(QO L)の 向上 に つ いて検討した｡
1. 高齢者の 口腔状態と全身的な健康状態の 関係
厚生労働科学研究費補助金の 医療技術評価総合研究事業と して平成13年度か
ら3年間 にわたり ､ 和洋女子大学の 小林修平教授を主任研究者と して ｢口腔保健
と全身的な健康状態の 関係に つ い て(H 13- 医療 - oo1)+が行 われて いる｡ その 一 環と
して ､ ｢高齢者の 唆合に 関する追跡調査 一 高齢者の顎機能および身体機能との 関連
- +､ ｢歯科治療による高齢者の身体機能の改善の研究+という研究が行われた｡
｢高齢者の 校合に関する追跡調査 一 高齢者の 顎機能および身体機能との 関連 - +
は ､ 1998年4月 に新潟市内に在住して いた70歳の全住民4､ 542人 のうち､ 調査 へ の参
加をした者の中から男女比が1:1になるように選定された600名(男306名 ､ 女294名)を
対象に ､ 1998年7月 に べ - スライン調査を行 い ､ 5年後の2003年6月 に追跡調査を行 っ
て いる｡ 追跡 できたもの は408名(男216名目 ､ 女192名:追跡率68.0%)であっ た｡
同調査 による高齢者の 岨噂能力の実態と､ 岨噂能力と補綴状態および身体機能と
の 関連 に つ いて の分析から､ ①校合力が高い者ほど攻める食品数が多い傾向を示
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す ､ ②第 一 大 白歯が 上下または片側 が義歯の 場合の 唆合力は ､ 上 下とも天然歯の場
合に比 べ て半減する､ ③校合力が高くなるに つ れ ､ 一 人平均握力 が 高くなる ､ ④高齢
者は初回味下まで に要する岨噂 回数が2 0歳代に比 べ て1･5倍程度多い ､ ⑤義歯を装
着すると岨噂回数が減少するという結果が得られ て いる｡
｢歯科治療による高齢者の身体機能 の改善の 研究+で は ､ 全国12歯科医師会の協
力を得て ､ 老人保健施設 ･ 特別養護老人ホ ー ム等における歯科治療の 必要な高齢障
害者690名を対象に199 9年に意識 レ ベ ル ､ 知的評価､ 日常生活活動[ 食事､ 更衣(上
半身)､ 移乗(ベ ッド･ 椅子)]､ Fa ce scale､ 食事内容 ､ その 他 の 介入 の有無 ､ 口腔機能
評価､ 口腔 の 客観情報に 関する調 査を行 っ て いるo 一 重盲検層別無作為化試験によ
り対象者(195名) を治療群(98名)と対照群(97名)8=わけ､ 歯科治療の 全身 へ の影響を
検討した結果 ､ 対照群に 比較して 歯科治療群 で食事 ､ 更衣 ､ 口腔 の 日常生活行動客
観的情報で有意な改善が認められ ､ 高齢障害者 - の 歯科治療によりA DL改善が持た
らされるとして いる｡
また､ 同研究事業にお い て は ､ 現在歯数と食品 の摂取 に統計学的に有意な関連 が
認められる ､ 重度の 歯周炎により虚血性心疾患のリス クが克 進される ､ 歯周病変の改
善した糖尿病患者は歯周病非介入糖尿病患者に比 べ て 二 次的に血糖コ ントロ ー ル が
改善する､ 等の 口腔状態と高齢者 の身体機能 の改善に影響を及ぼすとの成果が得ら
れて いる｡
2. 誤嚇性肺炎と口腔ケア
要介護高齢者に対する 口腔ケア では ､ 誤 熱性肺炎の 予防効果が注目されている
(足立 2000､ 大類 2 004､ 奥田 1996､ 谷本ら 20 03､ 塚本 2002､ 米山ら 2001)｡
道脇らは要介護高齢者に対する 口腔ケア の 効果に つ い て ､ 誤喋性肺炎患者に入院
加療を要 した患者の診療報酬を算出して ､ 口腔ケア の診療報酬を比較して いる(道脇
ら 2003)o 都内の 総合病院に誤喋性肺炎の 診断で入院した5鴫 の 内 ､ 脳血管障害
の基礎疾患を持 つ 19名(男性1 1名 ､ 女性8名 ､ 平均年齢79. 7 ±11. 歳)の平均入院
日数は54･5 ±3 0･9日(3日 - 112日)で ､ 入 院分の請求点数は平均168､676.5点 ±81､
699点(22､ 539- 2 87､ 479点)であり､ 軽快退院3例 ､ 転院10例 ､ 死亡退院6例(死 亡率
32%)であっ たとして いる｡
同研究で は ､ 口腔ケア の 診療報酬 は米山らの 全国1 1 カ所 の 特別養護老人ホ ー ム 入
所者に つ い ての 発熱や肺炎予防に 関する口腔ケアの 有効性に関する研究(米山ら
200)から､ 週1回 ､ 2年間 の 訪問で 口腔ケアを受けた18 4名 の診療報酬を､ - 人あたり
18､ 960点 ､ 18嶋 の2年間の 総請求点数を3､ 48 8､ 640点と算出して いる｡ このうち､ 期
間中に肺炎に篠患した21名を誤敵性肺炎と仮定し､ 入院分の診療報酬2鳩 ×168､ 6
7 6点 - 3､ 5 42､ 1 96点を加算し､ 入 院期間中の 口腔ケアは算定されないものとして 除
い た計6､ 997､ 656点を口腔ケア群18 4名 の2年間の総請求点数として いる. 一 方 ､ 口
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腔ケアを受けない182名の 内 ､3 4名が期間中に肺炎に羅患して いるの で ､ 誤噴性肺炎
として仮定し､ 入院分の診療報酬34名 ×168､ 6 7 6点 - 5､ 73 4､ 984点を非 口腔ケア群
の2年 間の総請求点数として いる｡ 道脇らは両群の総請求点数の 比(5､ 734､ 984÷6､
997､656)から､ 口腔ケアの 費用便益費は0.82として いる｡ さらに ､
`
口腔ケア には直
接 ･ 間接費用がほとん ど生じないの に対し､ 誤噴性肺炎による入院では家族 の介護費
用や 入院治療に伴う患者 の苦痛などの 間接費用も生じる
'
として ､ 誤嚇性肺炎の予防
効果 に限定した 口腔ケア の費用便益比は1に近 いとして いる｡
養護老人ホ ー ム に入所中の65歳以上の 虚弱老人92名に対する摂食 ･ 嘩下障害に
関するケアア セスメントをおこなっ た三 浦らの 研究 では ､ 介護者による他者評価で
2 0.65%に｢発熱+が認められ ､ 他者ならび に自己評価の - 敦度が高か っ たの は｢この1
年 間の 肺炎の 既往+であっ たと報告され て いる(三浦ら 2004)｡ 米山らの調査 でも､ 対
象とした特別養護老人ホ ー ム入所者3 66名の 内 ､ 肺炎で入院したの は55名(15.0% )
であっ た(米 山 2001)o また､ 一 般病院に在宅及び施設から入院した高齢誤喋性肺
炎患者の3年間の 転機を比較した藤本の 調査 で は ､ 食事形態 で は両群間で有意差を
認めず ､ 刻み食以上で 誤噴性肺炎を発症したの は自宅群26.1% ､ 施設群50%､ 口腔
ケア の介助も両群 で高率に必要 で ､ 全例義歯であっ たとして いる｡ また､ 退院時摂食
方法は ､ 経 口可能な症例数は両群間で差はなく､ 経菅栄養 ･IV H症例は両群とも入院
時より増加 したとして いる(藤本 2004)0
これらの 調査研 究から､ 介護施設 に入所して いる要介護高齢者の 約 20%に発熱が
認められ ､ 約 15%が肺炎で 入院し､ 退院後 の 摂食方法は経菅栄養等の 症例数が増
加するという誤喋性肺炎に関する状況が浮かび上 がっ てくる｡ 口腔ケアが誤嚇性肺炎
の 予防に有用 で あると認 められて いるが ､ 十分な 口 腔ケア を行うためには介護 にあた
るマ ン パ ワ ー の確保が課題となる｡ 本研究プロ ジ ェクトに参加した尾崎による特別養護
老人ホ ー ム で の 口腔ケア に対するス タッフ - の教育的な介入で は ､ 開設 当初から口
腔ケア - の 意識 の 高く設備 面でも配慮されて いる施設 にお いても､ 利用者に対す る
食事介護 に加 えて ､ ほ とん どが 口腔ケア に対す る介助が必要な状況 で の ､ 昼食
後と夕食後の 2回の 口腔ケア は か なりの 業務量に な っ て い ると指摘 して い る(研
究報告 3 参照) 0
道脇らの 研究では 医療保険における歯科医師や歯科衛生士 による専門的な 口腔
ケア の診療報酬を用 い ､
`
口腔ケアには直接 ･ 間接費用がほとんど生じない の に対し､
誤噴性肺炎による入院で は家族の介護費用や入院治療に伴う患者の苦痛などの 間
接費用も生じる
'
としているが ､ 日常的な口腔ケア は介護者が行っ て いる｡ そこで ､ 1日
の 口腔ケア に要する時間 を20分と想定 して ､ 介護保険の訪問介護報酬 (身体介
護､ 30分未満) を適用すると ､ 210点 (2､ 100円) となる ｡ 医療保険に よる専門
的な 口腔ケア は月4回が限度とな っ て い るが ､ 介護者に よる 口腔ケア は毎日行 わ
れて い る｡ 2年間の 口 腔ケア に要する介護報酬 は ､ 1人当り147､ 00点 となる｡
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道脇らが算出 した誤嘩性肺炎に よ る平均54.5日 の 入院に要す る診療報酬168､ 6 7
6点 ､ 介護施設 に入所 して いる要介護高齢者の 約2 0% に発熱が認められ ､ 約15%が
肺炎で 入院し､ 退院後 の 摂食方法 は経管栄養等 の 症例数が増加するという状況と比
較す ると ､ 要介護高齢者に対する日常的な 口腔 ケ ア は 対費用効果 が高い と い え
る ｡
3. 要介護高齢者に対する歯科医療 ･ 口腔ケアの 政策的な課題
1994(平成 6)年の 診療報酬改定で保険診療報酬 に｢歯科訪 問診察料+が新設さ
れ以降､ 歯科医療にお いて在宅患者 - の 医療提 供が本格的 に実施されるようにな っ
た｡ 厚生 労働省の ｢社会医療診療行為別調査+(毎年6 月審査分)､ 厚生労働省によ
る｢医療施設調査(静態調査 ･ 動態調査) 病院報告+によると､ 歯科診療の保険診療行
為総数に対す る往診 の 回数の割合は ､ 19 94年の診療報酬改定以降､ 1.7 倍に増加
し､ 訪 問歯科診療を実施して いる歯科診療所 の割合は 8.5% 増加して い た ｡ しか し､
訪問歯科診療を実施 して いる歯科診療所数は介護保険施行後の 2002年 には ､ 施行
前の 1999年から28.6% 減少 し､ 訪 問歯科衛生指導を行 っ て いる歯科診療所 は 2002
年 には 半減して おり､ 介護保険の 居宅療養管理指導を実施し七いる歯科診療所も大
きく減少してい たが ､ 実施件数は増加 して い た｡ また ､ 8020推進財団が 2 00 4年に 日
本歯科医師会 の 一 般会員を対象 に行 っ た｢健康日本 21関連歯科医療施設調査+の
なか で ､ 在宅(患家)､ 介護施 設(患家以外)､ 医院(院内)の い ずれ かで 要介護高齢
者 - の 専門的 口腔ケア を実施して いる割合は 62%であっ たが ､ 2004 年 2 月 の1カ月
間の診療で は ､ 患者数 ･ 回数ともに分布は 大きく偏っ ており､ 約 2 割の 歯科医療機関
が約 8割 の患者数 ･ 回数を担 当して いる状況 であっ た｡
訪 問歯科診療を実施して い る歯科診療所の割合は ､ 保険制度が変更した時期 に
変動する傾向を示 して い た｡ 1994年に患者宅および施設等 - の 訪 問歯科診療が医
療保険制度に 明確 に位置付けられると､ 訪 問歯科診療を実施する歯科診療所が増加
したが ､ 介護保険の導入後は ピ ー ク時から半減して いた｡ しかし､ 実施件数の増加 は
診療報酬請求や医療施設調査でも観察され て い る｡ 訪 問歯科診療は積極的に対応
する歯科医療機関に集中する傾向は 8020推進財団の 調査で確認されてい る｡
このような状況 は ､ 要介護高齢者 - の地域による支援体制 にどのように訪 問歯科診
療や専門的な 口腔ケア が組み込 まれて いるかという､ 歯科医療機関と地域と関わりが
影響して いるとみられる｡ 従来 ､ 歯科医療は小児期のう蝕の 早期発見 ･ 早期治療の 面
から､ 学校歯科保健 ､ 地域歯科保健 に長く関与してきたが ､ 高齢者 - の 看護 ･介護 に
かか わる機会は多くはなか っ た｡ 歯科医療で はう蝕 の 早期発見 ･ 早期治療 - 抜歯
後め補綴物 の作成 - 補綴物 の管理調整または再補綴というモ デル が定着して い
る｡ 歯科医療は､ 歯科検診は学校等で 行うもの の ､ それ以降の診療は エ ンジンやタ
ー
ビ ンを使用する関係で歯科診療所に患者が通うの が 一 般的である｡ 老人保健施設や
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特別養護老人ホ ー ム における訪 問歯科診療等の実態調査を行 っ た医療経済研究機
構 の調 査でも､ 歯科医療機関 - の 搬送 が課題の ひとつ にあが っ て いる｡ 歯科医療機
関 - の 同機構 の 調査や 8020推進財団の調査 の結果から､ 訪問歯科診療で は当面 ､
必要な処置を行 い ､ 院内で治療を行うというパ タ ー ンが 一 般的であると読み 取れる.
一 方 ､ 要介護高齢者に対する口腔ケア には ､ 診療報酬 の 対象となる歯科医師や歯
科衛生 士 が 行う専門的な 口 腔ケアと､ 日 常的な介護として行 われる 口 腔 ケア(o ral
cle a nin臥 O r al hygien e c are:口腔清掃)がある. 本研究プロジェ クトに関連する文献調
査でも､ 歯科 医師による研究と看護 ･介護関係者による調査研 究報告 で は ､ 口腔ケア
の 概念 に違い があるた め ､ デ ー タとして使用可能な先行研究は 限定された｡ この こと
は植 田も触れ て いるように ､ 介護の 現場は ､ 医療保険 ･ 介護保険に福祉制度と､ 異な
る制度の 下で 同じサ ー ビス が行われていることを反映して いるとみられる｡
日常的な介護として 行われる口腔ケア によっ て 口腔 内を清潔に保 つ ことは ､ 歯周病
や誤喋性肺炎などの感染性疾患のリスクの低 下に つ ながる｡ また ､ 病院内で 不快と感
じる環境臭は 口 臭の 方 が排 牡物より気 になるという調査結果も報告され て い るが(小
林 2004), 口 腔ケア に積極的な高齢者介護施設 では施設 内の 口臭は抑制されてい
る(研究報告 3)｡ この ような 日常的な介護として行 われる 口腔ケアに ､ 歯科 医師や歯
科衛生士 が行う専門的な口 腔ケアや歯科保健指導が加 わることで ､ 要介護高齢者の
口腔保健 が向上することが期待される｡ しか し､ 専門的な口腔ケアは 医療保険制度に
よる診療報酬の 対象となるが ､ 日常の 介護として行う口腔ケアは労力の負担が大きく､
在宅 ･施設の いずれ におい ても､ 介護者の マ ン パ ワ ー および介護者 - の 教育 ･訓練が
不足して いるの が現状である｡
要介護高齢者は何らか の基礎疾患による機能障害を有しており､うが い ､ 歯ブラシ
の 使用などの 日常生活で何らかの 介助を要する割合が高い ｡ このような要介護高齢
者に対し､ 口腔機能改善の ための 専門的なリハ ビリテ ー シ ョンを行うことで ､ 全 身的な
機 能や生活面 で の能力 が改善するとされて いる(植田 2004､ 南ら 2004)｡ 介護保険
の 見直しで拡充される予防給付の 対象として の｢口腔ケア+には ､ 口腔機能改善のた
め の 専門的なリハ ビリテ ー シ ョンも含まれるとみられる｡
従来のう蝕治療 ･ 補綴を中心とした歯科医療モ デルと､ 岨噂 ･ 癖下や 開 口等の機能
に障害がある患者 へ の 対応は歯科疾患の 治療や補綴処置に専門的 口腔ケアや 口腔
機能改善のための 専門的なリハ ビリテ ー ションが加わ っ た異なっ た歯科医療モ デルと
考えられる｡ 医療経済研究機構の 二 つ の調査と8020推進財団の歯科医療施設 の調
査から､ 要介護高齢者の 約半数は歯科治療の必要が ありながら､ 受診して いるの はそ
の 半数である｡ 老人保 健施設や特別養護老人ホ ー ム で は｢高齢者歯科医療などに つ
いて の歯科医療機関側 の 知識 ･ 技術の 不足+を､ 歯科医療機関で は｢要介護高齢者
の診療に対応できる医療施設や設備面 の不備+を問題点としてあげてい るが､ これら
の 問題点も､ 歯科医療 モ デル の 違い に歯科医療を提供する側 の 取り組みが遅れて い
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るためと考えられる｡ また､ 要介護高齢者に対する歯科医療 ･ 口腔ケア は制度面 でも
医療保険と介護保険が重なりあう領域 である｡ しかし､ 医療保険は現物給付で 医療行
為は 医師 ･ 歯科医師の判断 によるが ､ 介護保険は現金給付 で利用者がサ
ー ビス を選
択するという違い がある｡ 医療保険も介護保険も現在のところ､ 利用者の自己負担率
は10%であるもの の ､ 両制度の 報酬単価にはか なりの 差がある｡ 介護に携わる家計の
視点に立 つ と､ 家計が介護に配分できる支出は ､ 直接的な費用はもとより､ 介護に要
する家庭内の労力も勘案して判断されるとみられる｡ 要介護高齢者に対する歯科医
療 ･ 口 腔ケアの 充実 は､ 要介護者の QO Lの 向上 に つ ながることは各方面 の調査研究
や ､ 介護 の現場 の 経験 から知られて いる｡ しか し､ 介護を受ける側がそのような選択を
行 い ､ その 選択が 要介護者の QO Lにどのように関連して いるのか は ､ 制度の 変更が
利用者の マ インドに及 ぼす影響とともに ､ 今後の 研究が必要な領域であろう｡
要介護高齢者 に対する歯科医療 ･ 口腔ケアを充実させるため には ､ ①日常の 口腔
ケア に対する マ ン パ ワ ー の 確保と介護者の知 識 ･技術の 向上 - の 教育 ･ 訓練 ､ ②要介
護高齢者の診療 に対応 できる施設 の 整備 - の財政的支援､ ③歯科医療機関 - の 搬
送 の確 保とい っ た行政サ ー ビ ス の 充実と､ 地域の 高齢者介護シ ステム に歯科医師が
関与する地域保健シ ステム の 整備 ､ さらに歯科医師に対する摂食機能訓練や専門的
な 口腔ケアとい っ た従来の歯科医療を越えた領域の 知識や技術の習得機会 の提 供と
い っ た政策を早急に講じる必要が あり､ さらにこのような施策が要介護者とそ の家族 の
行動に及 ぼす影響に つ い て の 研究が必要 であると考えられた｡
参 考文献
足立 三枝子 ､ 植松久美子 ､ 原 智子 ､ 石原和幸､ 奥田克爾 ､ 石川達也(2000) 専門的 口
腔
清掃は特別養護老人ホ ー ム 要介護者の発熱を減らした . 老年歯科医学 15:25-30
植田耕 一 郎(2004) 摂食･礁下リハ ビリテ - シ ョ ン 過去 10年 の反省と今後の展望
- 介護予防
と誤喋性肺炎に果たす歯科の役割 - . 日本歯科医師会雑諌 56(ll):1020
-1028･
奥田克爾 (1996) 老人性肺炎と口腔細菌
- 予防のための抗菌性洗 口剤 - ･ 日歯医師会誌
49:840-848
小林修平 (2004) 平成13 - 15年度厚生労働科学研究費補助金医療技術評価総合
研究事業 ｢口腔保健 と全身的な健康状態の 関係に つ い て(H 13
一 医療 -oo1) .+平成
13 - 15年度総合研究報告書. 和洋女子大学
大類孝(2004)【高齢者感鞄症の 全て】各分野 の高齢者感染症 呼吸器系 肺炎･ 化
学療法の 領域 . 20(増刊):144-150
谷本啓二 ､ 吉田光由 ､ 西原達次 ､ 市川哲雄 ､ 道脇幸博 ､ 鄭漢忠､ 二川浩樹､ 小野
高裕 ､ 野首孝嗣 ､ 赤川安 正(2003) 歯科医療における誤礁 の診断
･ 予防及びその
52
対策. 日本歯科医学会誌 22:43-50
塚本末康(2002)口腔内細菌による日和 見感染の恐怖 口腔ケア の重要性. 感染防
止 12(7):17-23
藤本哲雄(2004) 一 般病院に在宅及 び施設から入 院した高齢誤 嘩性肺炎患者の 比較 .
Jour nalof Clinic al Rehabilitatio n13(5):484- 487
三浦宏子 ､ 苅安誠､ 山崎きよ子 ､ 荒井由美子(2004) 虚弱老人 における摂食 ･喋下障害に関
するケアアセ スメント. 日本老年医学会雑誌 41(2):217-222
道脇幸博､ 角 保徳 ､ 三浦宏子 ､ 永長周 一 郎 ､ 米山武義(2003) 要介護高齢者に対す
る口腔ケア の費用効果分析 .老年歯学 17(3):275-280
南 温 ､ 中田和明 ､ 奥山秀樹 ､ 三上隆浩､ 木村年秀 ､ 佐々 木勝忠､ 植田耕
一 郎､ 新庄文明
(2004) 介護保険施設と歯科医療施設 の 連携による 口腔機能改善 - の取り組みとその評
価 .老年歯科医学 19(1):25-33
米山武義 ､ 吉田光由､ 佐 々 木英忠､ 橋本賢二 ､ 三宅洋
一 郎､ 向井美恵､ 渡辺誠 ､
赤川安正(2001)要介護高齢者に対する 口腔衛生の 誤喋性肺炎予防効果に関す
る研究. 日本歯科医学会諌 20:58-68
53
